
八王子市児童育成支援拠点事業実施要綱 

 

（趣旨） 

第 1条 この要綱は、児童福祉法に基づく児童育成支援拠点事業（以下「本事業」とい

う。）の実施に関し、必要な事項を定める。 

 

（事業の目的） 

第 2条 本事業は、養育環境等に課題を抱える児童とその保護者に対して、生活の場と

なる場所を提供するとともに、児童及びその保護者に対して必要な情報提供、相談支

援、関係機関との連絡調整等の支援を行うことにより、児童の安全確保及び健全な育

成を図ることを目的とする。 

 

2 本事業は、前項の目的を達成するため、八王子市が児童及びその家族の状況を把握

し、必要に応じて関係機関と連携しながら、総合的かつ継続的な支援を行うものとす

る。 

 

（実施主体） 

第 3条 本事業の実施主体は八王子市（以下「市」という。）とする。 

 

2 市は、本事業の適正な実施に必要な専門的知識及び体制を有すると認める事業者に

対し、本事業の全部または一部を委託することができる。 

  

（事業の内容） 

第 4条 本事業の内容は、次に掲げるとおりとする。 

(1)法律に基づく必須事業 

ア 養育環境等に課題を抱える児童に対し、生活の場となる場所の提供を行うこと。 

イ 児童及びその保護者に対する情報提供、相談支援を行うこと。 

ウ 児童及び家庭の状況に応じて、学校、児童相談所、医療機関、福祉機関等、関係

機関との連絡調整を行うこと。 

エ 必要に応じて保護者に対し、情報の提供、相談及び助言その他必要な支援を行う

こと。 

(2)市が独自に実施する付加的支援 

ア 児童が安心して過ごすための安全・安心な居場所の提供 

イ 生活習慣の形成支援（片付け、手洗い、うがい、身の保清、健康管理、日用品の



使い方に関する助言等） 

ウ 学習支援（宿題の見守り、学習指導、進路相談等） 

エ 食事の提供（アレルギー対応等、衛生・安全に配慮した食事の提供） 

オ 課外活動、体験活動の実施 

カ 保護者への情報提供、助言、相談対応 

キ 送迎支援（安全確保に必要な措置を講じたうえで実施するものとする） 

ク その他、市が特に必要と認める支援 

 

（支援の対象） 

第 5条 本事業の対象者は、市内に住所を有する児童及びその保護者で、次の各号のい

ずれかに該当するものとする。 

（1）養育環境等に課題を抱えており、本事業の支援が必要と市が認める児童  

（2）要保護児童対策地域協議会において支援が必要と判断された児童 

（3）その他、市長が特に必要と認める児童 

 

（利用の決定） 

第 6条 市は、児童及び家庭の状況を把握するため、情報収集を行うものとする。 

 

2 前項の状況把握の結果、本事業による支援が必要と認められる場合は、 当該家庭の

同意を得たうえで事業の対象家庭として決定する。  

 

3 市又は市から委託を受けた事業者は、対象家庭の状況に応じて、支援内容、方法及

び実施期間を整理した支援計画を作成するものとする。 

 

（開所日数及び開所時間） 

第 7条 本事業の開所日数及び開所時間は、次のとおりとする。 

（1）開所日数は、原則として週 5日とし、土曜日または日曜日含めるものとする。た

だし、年末年始（12 月 29 日から翌年 1月 3日まで）は除く。  

（2）開所時間は次の区分による。 

ア 学校休業日  原則として 1日 8時間 

イ 学校の授業日  放課後から 1日 5時間以上 6時間未満 

ウ 長期休暇期間  前号アに準じるものとし、詳細は市と協議して定める。 

 

2 児童の状況や地域の実情に応じ、必要がある場合は、開始時刻の繰上げまたは終了

時刻の延長を行うことができる。 



 

（定員） 

第 8条 本事業の定員は概ね 20 名とする。 

 

（職員の配置および要件） 

第 9条 本事業の実施にあたり、次の各号に掲げる職員を配置するものとする。 

（1）管理者 

児童福祉分野又はこれに類する業務に従事した経験を有し、事業運営及び職員の

指導・調整を行う能力を有する者。 

（2）支援員 

児童の福祉に理解と熱意を有し、生活支援等を適切に行うことができる者。 

（3）心理療法担当職員 

大学において心理学を専攻又は同等課程を修了した者、又は優秀な成績で心理学

科目を修得し大学院入学を認められた者で、個人及び集団の心理療法の技能と 1

年以上の実務経験を有する者。 

（4）ソーシャルワーク専門職員 

児童及び家庭に対する相談援助業務の経験を有する者。社会福祉士又は精神保健

福祉士の資格を有する者が望ましい。 

 

2 職員のうち少なくとも 1名は、児童指導員、保育士、社会福祉士、精神保健福祉

士、教育職員免許状のいずれかの資格を有する者、又は児童福祉事業に 2年以上従事

した経験を有する者とする。 

 

3 第 1 項第 1号または第 2号に掲げる職員のうち 1名以上は常勤職員とし、利用者や

関係機関との連携に努めるものとする。 

 

4 職員配置は、原則として児童 5名につき 1名以上を配置し、利用児童がいる時間帯

には、2名以上の職員を配置する。ただし、利用児童が 5名未満であり、かつ、同一

敷地内に事業者が運営する他事業所が存在し、必要な応援体制が確保されている場合

は、この限りでない。 

 

（職員の業務） 

第 10 条 前条に規定する職員は次の業務を行う。 

（1）管理者 

事業全体の運営管理を行うとともに、児童及び保護者に対する支援の調整、支援



員の指導、関係機関との連絡調整、並びに状況把握に基づく支援計画の作成及び

評価を行う。 

（2）支援員 

児童に対する生活支援、学習支援、相談対応、活動の見守り等を行い、必要に応

じて保護者に対する相談及び助言を行う。 

（3）心理療法担当職員 

児童及び保護者の心理的状況の把握、相談及び助言、生活場面における心理的支

援を行う。 

（4）ソーシャルワーク専門職員 

児童及び家庭の状況に応じて相談援助及び必要な支援を行い、次に掲げる業務を

含む総合的な支援を行う。 

ア 八王子市要保護児童対策地域協議会その他関係機関の会議出席 

イ 家庭訪問による児童及び家庭の状況把握と支援 

ウ 居場所における児童の支援及び支援計画への反映 

 

（実施場所） 

第 11 条 本事業の実施場所は、児童が安心して生活できる環境を確保できる場所であ

り、安全性、衛生面及び運営上の必要な設備を備え、市が適当と認めたものとする。 

 

2 実施場所には、集まりの場、相談室、静養できるスペース、事務スペース、食事提

供に必要な設備、浴室・シャワー室及び便所を設けるものとする。 

 

3 面積は、児童が安全に活動できる広さを確保し、概ね児童 1人当たり 2.47 平方メー

トル以上を目安とする 

 

（関係機関との連携） 

第 12 条 市及び事業者は、児童及び家庭への支援を適切に行うため、学校、児童相談

所、医療機関、福祉機関、地域団体その他の関係機関と必要な連絡調整及び情報共有

を図る体制の整備に努めるものとする。 

 

（利用者負担） 

第 13 条 本事業の利用者負担は原則として徴収しない。 

 

2 課外活動参加費その他実費負担が必要となる場合は、事前に市の承認を得たうえ

で、保護者から実費の範囲で徴収することができる。 



 

3 利用者負担を徴収する場合は、事業の趣旨を踏まえ、特に支援が必要な家庭に配慮

し、必要最小限とするものとする。 

 

（安全管理） 

第 14 条 事業者は、児童の安全確保のため、防火・防災・防犯・衛生管理等必要な措

置を講じなければならない。 

 

2 事業者は、毎月 1回以上、安全点検を実施し、点検結果を市に報告するものとす

る。 

 

3 施設内は禁煙とする。 

 

4 感染症及び食中毒予防のため、衛生管理を徹底する。 

 

5 事業の実施に必要な保険に加入するものとする。 

 

（個人情報） 

第 15 条 本事業に従事する者は、児童の最善の利益の確保を第一に、児童及び保護者

の個人情報の適切な取扱いに努めなければならない。 

 

2 事業に従事する者は、その職務に関して知り得た個人情報や家庭の状況について、

法令に基づく場合を除き、漏らしてはならない。 

 

（補則） 

第 16 条 この要綱に定めるもののほか、事業の実施に関し必要な事項は、市長が別に

定める。 

 

 

 

附則 

この要綱は、令和 8年（2026 年）4月１日から施行する。 


